生活保護費国庫負担金の全額交付について（要望）
日頃より、大阪府及び府内市町村行政の推進に格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。
生活保護制度は、憲法第25条の理念に基づき、国の責任において、生活に困窮する全ての国民に、健康で文化的な最低限度の生活を保障するとともに、自立の助長を図る最後のセーフティネットとしての役割を果たしています。
　しかし、近年の厳しい雇用情勢が続く中で被保護者は増加する傾向にあり、特に大阪府においては、保護率が全国に比べて約２倍と非常に高く、生活保護費の増大は、保護を実施する大阪府及び府内の市町村の財政を圧迫しています。
こうした中、平成22年度の生活保護費国庫負担金の交付決定においては、当該国庫負担金に係る全国の所要見込額が予算額を上回ったため、不足額が生じることとなりました。地方自治体の財政状況は極めて逼迫しており、今回のこうした事態は地方財政運営に支障をおよぼすこととなります。
ついては、今後の本負担金の交付に関して下記のとおり要望します。
記
生活保護費国庫負担金については、法における国の責任に鑑み、平成22年度と同様の事態が再び生じることがないよう、毎年度、国が責任をもって十分な予算を確保し、所要額全額を交付されたい。
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